
Ｑ３）妊婦とその配偶者やパートナーへの
ワクチンの優先接種を行うべきではない
か？
Ａ３）妊婦へのワクチン優先接種について
は、妊婦とその配偶者やパートナーに対し
て優先的に接種が受けられるように現在準
備をしており、９月中に１回目の接種を実
施する。

　８月中旬の一般質問通告書の提出前、
妊婦とその配偶者やパートナーへのワ
クチンの優先接種の実施について担当
課に確認したところ、その時点では予
定していないとのことでしたが、感染
した妊娠８か月の妊婦の入院先が見つ
からず、自宅で出産した赤ちゃんが
亡くなった事件を受け、妊婦への接
種機会をできるだけ早く確保するよ
う、厚生労働省から各自治体に通知
が出されたこともあり、早急に優先
接種の対応をしていただきひと安心
しました。
　安房地域における妊婦へのワクチン
接種に関しては、８月末時点で接種済
みが17％、接種希望者が48％であり、
接種希望者全員に接種するのに十分な
ワクチンの確保はできているとのこと
であり、妊婦およびその配偶者・パー
トナーへのワクチン接種の勧奨を引
き続き行っていくよう要望しました。

Ｑ４）これから本格的な台風シーズンを迎
えるにあたり、避難所におけるコロナ対策
についての再検討は行なっているのか？ま
た、ホテルや旅館、民宿などの宿泊施設を
避難所として使用できるような協定はどの
ようになっているのか？
Ａ４）昨年以降、ダンボール衝立や簡易ト
イレなどのコロナ対策用資機材を購入して
備蓄するとともに、避難所の運営に当たる
地区本部員の新型コロナウイルス感染症予
防対策を踏まえた初動訓練を実施するなど、
各避難所における新型コロナウイルス感染
症の感染対策はハード面、ソフト面ともに
十分に対策を講じていきている。また、ホ
テルや旅館などの市内宿泊施設との協定に
ついては、平成18年１月に館山市旅館組
合と「災害時における応急協力に関する覚
書」を取り交わしていることから、今後多
くの方々の避難が必要となる災害が発生し
た場合には、避難者を分散させ、感染拡大
を防止するための施設として活用させてい
ただけるよう、協力をお願いしようと考え
ている。

　台風・地震・津波などの災害発生時、
コロナに感染して自宅療養中や入院等
調整中の方、また、濃厚接触者となっ
ている方の避難場所や避難方法などに
ついての対応も検討していく必要があ
ります。感染者や濃厚接触者について
の情報共有などに関する保健所との連
携、避難場所の確保、避難支援のため
の協力体制、避難所における支援体制
など、様々な検討事項がありますので、
早急に検討を進めるよう要望しました。

Ｑ５）今年度は季節性インフルエンザの流
行が懸念されており、インフルエンザワク
チンの予防接種を例年以上に多くの市民に
奨励すべきではないか。また、特例的にイ
ンフルエンザワクチン接種の助成について
も検討すべきではないか？
Ａ５）昨年度と同様、新型コロナウイルス
の感染予防対策と併せ、予防接種の勧奨だ
けではなく、マスクの着用・こまめな手洗
い・消毒・換気・距離の確保など、日常生
活に「新しい生活様式」が定着するよう、
広報・ホームページ・チラシ等で周知をし
ていく。季節性インフルエンザの予防接種
費用の助成については、既に実施している
高齢者への助成は継続するが、現段階で対
象者の拡大や助成の増額は考えていない。

　神奈川県平塚市は８月25日、新型
コロナワクチンが接種できない12歳
未満の子どもを対象にインフルエンザ
予防接種費用を一部助成すると発表し
ました。子育て世帯の経済的負担を軽
減するとともに冬場のインフルエンザ
とコロナの同時流行を防ぎ、市内の医
療提供体制を維持することが狙いです。
館山市におきましても同様な助成の検
討を強く要望しました。

Ａ２）ひとり親世帯の保護者が感染により
入院や施設療養となる場合、残される子ど
もの孤立が大変心配されるところである。
保護者などから、このような心配のある子
どもの情報が市に寄せられた場合には、近
親者など保護者が回復されるまでの間、代
わりに養育をお願いできる方を確認し、不
安な点や要望について必要に応じて相談を
受けることになる。養育をお願いできる方
が近隣にいない場合や保護者の感染に伴い
子ども自身も濃厚接触者と判定され、近親
者であっても養育すること自体が難しいと
される場合には君津児童相談所に連絡を入
れ、子どもの預け先について相談をしていく。

　ひとり親世帯以外でも、両親ともに
感染してしまい、子どもの世話ができ
なくなるケースも増加しています。保
護者が入院や施設療養となり、養育者
の確保が困難な場合、君津児童相談所
に連絡して相談するとのことでしたが、
当該相談所の管轄は館山市を含む近隣
７市と安房郡全体であり、保護の対象
者が多数となった場合には対応しきれ
ません。また、保護者や子どもにとっ
て身近な市区町村が受け入れ体制を整
えるのが最も望ましく、医療体制が
ひっ迫する中、病院での受入れには限
界がある上、児童相談所の一時保護所
はあまり身近な場所ではなく、数も限
られているので十分な受け皿とはなり
得ません。保護者が子どもの世話をで
きなくなった場合の対応について近隣
市町や保健所、安房医師会等と連携し、
対応できる施設の整備と人員の確保な
どの検討、また、相談窓口の整備と保
護者等へのアナウンスを要望しました。
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